
別紙２ 
 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」等の一部改正に

ついて（概要） 

 
一 概要 

「企業結合に関する会計基準」、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及

び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」等の公表等に伴い、財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等について所要の改正を行う。 

 

二 主な改正の内容 

１．「企業結合に関する会計基準」等の公表を踏まえた改正 

  ⑴ 持分プーリング法の廃止に伴う改正 

「持分プーリング法」の定義規定を削除するとともに、関連する注記規定の

改正を行う。 

⑵ 株式を取得の対価とする場合の当該対価の時価の測定日の変更に伴う改正 

企業結合に関する注記規定のうち関連する事項を削るほか、所要の改正を行

う。 

  ⑶ 負ののれんの会計処理の変更に伴う改正 

    固定負債の表示科目のうち「負ののれん」を削るとともに、特別利益の表示

科目に「負ののれん発生益」を追加するほか、所要の改正を行う。 

⑷ 連結子会社の資産及び負債の評価方法の変更に伴う改正 

部分時価評価法が廃止され、全面時価評価法のみとなったことに伴い、連結

財務諸表における「連結の範囲等に関する記載」のうち「連結子会社の資産及

び負債の評価に関する事項」を削る。 

 ⑸ 段階取得における会計処理の変更に伴う改正 

連結財務諸表を作成していない場合の注記事項として、段階取得における会

計処理に関する注記規定を新設する。 

⑹ 少数株主損益調整前当期純損益の表示に係る改正 

連結損益計算書に少数株主損益調整前当期純損益の表示を求めるための改正

を行う。 

（適用日） 

① 上記⑴から⑸までの改正 

平成 22 年４月１日以後に行われる企業結合等について適用する。 

（ただし、平成 21 年４月１日以後に開始する事業年度の開始の日から平

成 22 年３月 31 日までに行われる企業結合等がある場合には、当該企業結

合等について適用することができる。） 

② 上記⑹の改正 

    平成 22 年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表につ

いて適用する。 

（ただし、平成 21 年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る連結財務

諸表について適用することができる。） 

 



２．「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の公表を踏まえた改正 

セグメント情報を開示する方法としてマネジメント・アプローチが採用された

ことに伴い、連結ベースのセグメント情報の注記規定及び様式の全面的な改正を

行う。また、連結財務諸表を作成していない場合でもセグメント情報の注記を求

めることとし、この場合の単体ベースのセグメント情報の注記規定及び様式を新

設する。 

（注記事項） 

  ⑴ セグメント情報 

① 報告セグメントの概要 

② 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の

金額及びこれらの金額の算定方法 

③ 上記②に掲げる金額の項目ごとの合計額と当該項目に相当する科目ごとの

貸借対照表計上額又は損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

⑵ 関連情報 

 ① 製品及びサービスごとの情報 

 ② 地域ごとの情報 

 ③ 主要な顧客ごとの情報 

⑶ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失、のれんの償却額及び未償却残高

並びに負ののれん発生益の概要 

（適用日） 

平成22年４月１日以後に開始する事業年度に係る財務諸表について適用する。 

 

３．「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」等の公表を踏まえた改正 

賃貸等不動産に関する注記規定を新設する。 

（注記事項） 

 ⑴ 賃貸等不動産の概要 

 ⑵ 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当該事業年度における主な変動 

 ⑶ 賃貸等不動産の貸借対照表日における時価及び当該時価の算定方法 

 ⑷ 賃貸等不動産に関する損益 

（適用日） 

平成22年３月31日以後に終了する事業年度の年度末に係る財務諸表について

適用する。（ただし、当該事業年度以前の事業年度の期首から適用することがで

きる。） 

 

４．その他の事項に係る改正 

 ⑴ 電子記録債権（電子記録債権に係る債務）に係る改正 

   電子記録債権法（平成 19 年法律第 102 号）に規定する電子記録債権（電子

記録債権に係る債務）が、流動資産又は投資その他の資産（流動負債又は固定

負債）に含まれることを明確化するための改正を行う。 

 ⑵ 鋼船製造・修理業（別記事業）に係る改正 

   造船業財務諸表準則（昭和 26 年運輸省告示第 254 号）の廃止に伴い、別記

事業中「鋼船製造・修理業」を削除するなどの改正を行う。 

 



 

５．その他内閣府令等の改正 

⑴ 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令の改正 

  上記１．の改正（「企業結合に関する会計基準」等の公表を踏まえた改正）

に伴う所要の改正を行う。 

  ⑵ 企業内容等の開示に関する内閣府令の改正 

    上記２．の改正（「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の公表を

踏まえた改正）に伴い、有価証券届出書及び有価証券報告書等の様式の「記載

上の注意」を改正するほか、所要の改正を行う。 

  ⑶ 投資法人の計算に関する規則等の改正 

    上記１．の改正（「企業結合に関する会計基準」等の公表を踏まえた改正）

に伴う改正のほか、所要の改正を行う。 

⑷ 財務諸表等規則等ガイドラインの改正 

① 「棚卸資産の評価に関する会計基準（改正）」の公表を踏まえ、財務諸表

等規則ガイドラインに記載している財務諸表等規則第８条の２第２号に掲げ

るたな卸資産の評価方法の例示から、後入先出法を削る。 

② 上記１．から３．までの改正（「企業結合に関する会計基準」、「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準」及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関

する会計基準」等の公表を踏まえた改正）に伴う改正のほか、所要の改正を

行う。 

⑸ 内部統制府令ガイドラインの改正 

    財務諸表監査における監査報告書と内部統制監査報告書が合わせて作成され

ている場合には、当該統合された監査報告書及び内部統制監査報告書は、有価

証券報告書の連結財務諸表（連結財務諸表を作成していない場合にあっては、

財務諸表）のみに添付することとし、内部統制報告書には添付しないことを明

確化するほか、所要の改正を行う。 

⑹ その他ガイドラインの改正 

 監査証明府令ガイドライン及び企業内容等開示ガイドラインについて、所要

の改正を行う。 

 

以 上 


